
令和５年度　物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の効果等
単位：千円

Ｎｏ 交付対象事業の名称
事業の概要　①目的・効果　②事業の対象（交付対象者、

対象施設等）
経済対策との関係

事業

始期

事業

終期

(予定)

事業概要
総事

業費

交付金

充当額
事業の効果（成果）等

1

電気・ガス・食料品等価格高騰重

点支援給付金事業（追加分）【物

価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低

所得の方々の生活を維持する。

②令和５年度分の住民税非課税世帯

Ⅰ.物価高から国民生

活を守る
R6.1 R6.3

令和５年度分の住民税非課

税世帯へ１世帯あたり７万

円を給付。

28,060 20,996

令和５年度住民税非課税世帯である給付対象世帯３

８６世帯に給付金を給付することができた。

またR6.3月末までに支給を完了することができた。

2

住民税均等割のみ課税世帯支援臨

時給付金事業【物価高騰対策給付

金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低

所得の方々の生活を維持する。

②令和５年度分の個人住民税均等割のみ課税世帯

Ⅰ.物価高から国民生

活を守る
R6.3 R6.6

令和５年度分の個人住民税

均等割のみ課税世帯へ１世

帯あたり１０万円を給付。

【繰越】

3
こども加算臨時給付金事務【物価

高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低

所得の方々の生活を維持する。

②こども加算分（令和５・６年度住民税非課税世帯及び令

和５・６年度均等割のみ課税世帯）

Ⅰ.物価高から国民生

活を守る
R6.3 R6.6

こども加算分（令和５・６

年度住民税非課税世帯及び

令和５・６年度均等割のみ

課税世帯）として子ども1人

あたり５万円を給付。

【繰越】

4
川内村地域消費振興対策商品券事

業（第５弾）

①コロナ禍等における電力・ガス・食料品等価格高騰によ

り影響を受けた生活者に対し、商品券を配布し消費を下支

えする支援を行う。

②川内村民

Ⅰ.物価高から国民生

活を守る
R5.12 R6.10

村民1人あたり2万円の商品

券を配布。
【繰越】

※繰越事業については、事業完了後掲載となる予定です。


